
99

保健教育研究（Ⅰ）

―保健学習の課題―

佐 伯 重 幸

1．はじめに

　昭和47年は，わが国に学制が発布された明治5年から数えて，丁度100年を迎えた記念す

べき年であり，学校保健も，さまざまの経過をたどりながら100年を迎えたとして，日本学

校保健会の事業の一つとして「学校保健百年史（1）」が昭和48年7月に刊行された。この本

は，わが国の学校保健が，時代の推移に伴って変遷を重ねながら，その体制を着々と整備

し，児童生徒の健康の保持増進に大きな役割を果たしてきた100年間にわたる発達のあとを，

歴史の重みをもって教えてくれる。

　戦前のいわゆる「学校衛生」が，多くの場合，学校医，学校歯科医あるいは養護訓導の

専任的運営によって管理的，・治療的であったものから，戦後は，学校当事者の問題として

大きく教育的な方法に転換され，　「学校保健」と呼称されながら今日に至っている。

　学校保健という用語が，わが国の学校教育に取り入れられてから，20数年を過ぎたが，

、の文字や言葉に関するかぎり，法規的にも，また，これに関係する人々の間にも，ほぼ

定着したと言える。しかし，基本的な内容構成については，2領域構成案（保健教育と保

健管理に区分）と3領域構成案（保健教育と保健管理に保健組織活動を加えたもの）があ

って，必らずしも共通の理解が得られていない面もうかがえる（2）。

　学校保健には，校長，保健主事，養護教諭，学校医，学校歯科医，学校薬剤師等の制度

的関係者だけでなく，一般教師ならびにPTA，地域社会からの参加も要請されるわけで，

これら多くの関係者を組織化して協力的活動を推進することは，学校保健の重要な基本的

機能である。

　このように保健組織活動は，全ての領域にかかわる機能であって，領域と並列するもの

ではない。したがって，．学校保健の構造は，領域論的立場から，保健教育と保健管理に分

類するのが妥当と考えられる。

　学校における保健教育が，改訂学習指導要領によって実施されるようになってから，本

年は，中学校が3年次，高等学校が2年次を迎えた。中学校の保健体育科保健分野の学習

においては，内容の精選と再構成ならびにその充実と現代化に配慮が加えられ，健康で安

全な生活を営むのに必要な知識や能力，態度を養うことをめざしている（3）。この中学校

の保健学習は，小学校体育科の保健領域を土台とし，同時に高校保健体育科の保健科目に

発展する基礎となるものであるω（5）。

　一方，保健管理についても，保健体育審議i会が，昭和47年12月20日，　「児童生徒の健康

の保持増進に関する施策について（6）」の答申を行ない，児童生徒の現状と課題に応じた適

切な改善を図る必要性を強調した。これをうけて，学校における健康診断が法的に整備さ

れて本年度から実施される等，保健管理面の充実は目ざましいものがある。
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　このように，保健教育も保健管理も改善充実されつつあるが，　「わが国の学校保健は，

一般的に言って，管理の面では比較的充実して来ているが，教育とくに教授＝・学習過程の

分析，近代的なカリキュラム構成法の確立などの面で，解明が進んでいない。（7）」のよう

な指摘がしばしばみられ，また，教員養成大学においては，各教科の教授学的，学習指

導論的研究が要望されていることから，本研究では，諸氏の研究・意見・批判を資料とし

ながら，保健教育，特に保健学習の課題を探り，保健教育研究を構想しょうとするもので

ある。

2．　「健康権」をめぐって

　今日，わが国はもちろん，世界的にも，人間の生存と健康についての関心は非常に高く，

「生存権」「健康権」が単に概念的なものとしてではなく，その実質化が強く要請される

時代になっている。

　その一つの論証として，1972年6月，ストックホルムで開催された国連人間環境会議に

おいて，人間環境の保全と向上に関し，世界の人々を励まし，導くため共通の見解と原則

が必要であるとして「人間環境宣言（8）」が採択された。

　この宣言は，　「自然のままの環境と人によって作られた環境は，ともに人間の福祉，基

本的人権ひいては，生存権そのものの享受のため基本的に重要であるd　「われわれは歴史

の転回点に到達した。いまやわれわれは世界中で，環境への影響に一層の思慮深い注意を

払いながら行動しなければならないd　「国連人間環境会議は，各国政府と国民に対し，人

類とその子孫のため，人間環境の保全と改善を目ざして，共通の努力を要請するdこと等

を述べている。

　わが国においても，憲法第25条に「すべて国民は，健康で文化的な最低限度の生活を営

む権利を有するdことを明記している。これは生存権的基本権として注目され，単に法学

界だけでなく，法律実務上でも，また公衆衛生領域や国民生活一般の上でも，かなり議論さ

れそれなりに機能してきたが，その間，必らずしも「健康権」という発想につながらなか

った。

　健康は，もともと個人的なもので，健康に対する自己責任原理は基本的なものであるが，

個人の健康の確保は，健康生活の場としての社会的条件によって制約され，規定されてい

るわけで，健康にかかわる個人の主体的努力は当然必要であるが，それにはおのずから限

界がある。

　田中恒男氏は，　「過去の健康問題は実質的に医学との接近がみられ，今日の健康問題は

医学以外の要素の介入一それは時に社会自体の介入が必要になっていることが明らかであ

り，健康問題のもつ社会性は益々明らかになって来たと言えるであろう。（9）」と指摘し，

唄孝一氏は，健康が健康として意識されるにいたった理由の一つとして，　「何よりも積極

的な健康破壊が全般的にかつ深刻に進行して，公害が普遍化し，被害者側に生命とか健康

とかいう明確な対抗価値の認識と主張とを必要とし，かつその過程はその意識を飛躍的に

成長せしめることになったこと。⑩」をあげている。このように，社会的性格をもつ健康

破壊が認識され，社会をめぐる切実な健康課題に対する国民的ニードとしての高まりを背

景として，「健康権」が黒目ようやく意識され，主張されるようになってきた。したがっ

て，今日健康問題をとりあげるときは，健康問題の社会的位置づけを明確にし，社会の人

々がそれぞれの生活の場において，健康問題を解決しうるような対策をも考慮しなければ
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ならない。

　さらに，人口老齢化問題の顕在化，重症心身障害児の養育問題など，従来とは異質な意

味での不健康人口が増加し，　「健康である生命と健康でない生命が可視的になり，健康が

生存や生命とは別個のものとして把握されるようになってきた。（1①」ことによって，差別

された健康への意識を高め，公害をめぐる健康権のめざめと相まって，各種の障害者や弱

い立場にあった人々にも，健康権を確立しょうといっ連帯的な意欲を与えた。

　このように，今日ほど，健康をめぐる社会連帯感が強調される時代では。健康について

要求される共同の自覚と意識としての健康観を基盤として，健康に生きる権利の実質化が

推進されることになる。

　このような社会的高まりを背景にして，ようやく生存権，健康権の問題が保健教育の課

題として意識されだして来ているが，勝部篤美氏は，「現代の保健教育で欠落している健

康に生きる権利について，その認識を高めるための教育が保健教育の中で果されなければ

ならない。ω」と述べ，数見隆生氏は，　「生存権，健康権にかかわる内容を，現行の保健

学習の内容に加味すべきだというような要請ではなく，それは保健科教育の根底的理念へ

の問い直しを意味していると考えられる。（1物と指摘している。

　このように，健康権把握の問題は保健教育の理念と基本的にかかわるものであるだけに，

憲法第25条に保障する「健康な生活を営む権利」が自覚され，基本的人権思想として定着

し，健康問題解決の支えになるためのねらいとそれに基づく内容，方法を備えた保健教育

を確立することは，今日，最も基本的な課題である。

・3．保健教育の目標

　保健教育の目的は，法律的には，教育基本法，学校教育法，学習指導要領の段階を経な

がら，一応の説得力を持って明記されている。保健教育の目標を現行学習指導要領でみる

と，中学校，高等学校の保健体育科の目標は，保健体育科の特性や役割を概括的に示す総

括的な目標と，教科の内容との関連を明らかにするための具体的目標の二つから構成され，

保健分野の目標は，健康生活に関する理解と，それに基づく実践的な能力や態度の育成が

あげられており（3）（4），これらの目標が，教育現場における保健教育の公式の目標となるも

のである。

　学習を通して理解された知識が，単に知識として，しまい込まれてしまうのでは，生活

教科としての特性からみて，誠に不都合であって，実際の生活に反映させるために必要な

実践的な能力や態度の育成は欠かせない。

　しかし，能力や態度とは何を指すのか，それを授業の中でどのように変容あるいは形成

するのか，またどのような観点や方法で評価するのかということになると，必らずしも明

確になっていない。

　小倉賢宰は，　「社会的健康問題の動向やマスコミ等による正面からの保健教育への批判

にふれて，国民に果すべき教育関係者の真の責任を自省させられ，保健教育の目標や内容

の根本的な再検討が必要なことを痛感しているのは，ひとり筆者ばかりではないと思う。⑬」，

さらに，「保健教育の基本的課題の一つとして，現代における保健の目標が問われるべき

こと，その場合にどのようなことを目標とすべきかについて検討する必要があることを提

言したい。（14）」と述べている。

　森昭三氏は，保健教育法は現行の教科の枠にとらわれることなく，保健認識教育学（仮
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称）へ発展すべきだと提言し㈲，その場合，「なんのために」「なにを」「いかに教える

か」の教育理論を確立することが課題であるとし，さらに，『いまだにほとんど手がっけ

られていないのは，　「なんのために」の課題であろう。　「なにを」　「いかに教えるか」は，

「なんのために」によって規定されるものである。』と述べている。

　両氏が指摘するように，健康のための教育をつかさどる保健科固有の性格ないし教育的

意義は何であるかを明確にするために，保健教育の目標がもっと厳密に分析的に検討され

明確化される必要がある。

　保健教育の目標を検討する資料として，以下数氏の見解を列挙する。

　福田邦三氏：「保健教育は保健知識の伝達ではない。知識教科ではなく，むしろ“人生

如何に温くべきか”ということの一面を少しでも各自，身につけて貰いたいねらいをもっ

ている。㈲」

　田多井吉之介氏：「保健教育こそ，生涯教育の基礎であり，保健体育にかぎらず，発育

期にある人にもっと’生命の尊厳”に関する認識を高める教育が欲しい。それによっては

はじめて，真の保健教育の目的が達成されると考える。（17）」

　石垣純二氏：「保健科は単に70余年の生涯を通じて，自他の生命の安全健康を守るのに

必要な基本常識を与えるだけでなく，どんなに人間がすばらしい存在であるかということ

を人間の心や体や生活を教材として，学生・生徒・児童に植えつける教育だ。つまり人権

教育の重大な一翼を担うものだ。（18）」

　水野宏氏：「今学んでいる児童・生徒の一生を考えたとき，彼らが将来ぶつかるすべて

の問題を予想し，それに対処する方法をすべて教えておくことは不可能である。これから

先40年50年の間に，彼らがどのような問題に直面するかは予測することができない。たい

せつなことは，将来彼らがどのような問題にぶつかっても，常に彼ら自身がその問題を解

決して，健康をつらぬき通し得るような能力の育成である。そのために必要なものは，先

ず問題発見能力である。㈹」

　詫間晋平氏：「これからの保健教育は，日常生活の健康維持に最小限必要な行動様式の

変容への努力は欠かせないが，同時に，現在から将来を見通して，余り変化のない基本的

な保健の知識一知恵というべき内容を精選し，その応用の仕方を，若い世代に伝遷しておく

任務を負わされているように感ぜられる。（20）」

　福田氏，田多井氏は，生命の尊厳を基盤とした生存と健康についての生涯教育としてと、

らえ，石垣氏はこれに加うるに，人権教育の重大な一翼を担うべきことを説いている。

　水野氏，詫間氏は，児童・生徒が将来も自ら学習し，彼ら自身が健康問題を解決し得る

ような知的能力の育成をあげている。

　このような観点からの把握の仕方として最も注目すべきものは，　「適用能力（アンダー

スン）・批判的思考（NEA・AMA）・判断（SHES）あるいは，前に獲得した知識

を適用したり，子どもにとって新しい知識を獲得する自主的思考能力，さらに将来も自ら

学習する能力というような，単なる知識よりは高次な知的能力を求めているといえる。」

として，「これからの保健教育の目標は，『高次の知的能力』の発達におくべきであるd

との小倉直島の提言である。（13）（14）（21）⑫2）

　今日，保健教育の目標が，健康に関する科学的認識と自主的な実践能力を育てることに

あることについては，ほとんど異論がないと言える。しかし，科学的認識の意味や内容は
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何か，どのような自主的実践能力を育てるのかという具体的なねらいになると，保健教育

の性格づけの違いによって差異がみられるのが現状である。

　保健の授業過程で理論を実践に移させ，実践から理論を導き出させるという相互の関連

づけは重視すべきで，子どもたちの生活の背景から問題を取り出して学習を展開すること

により，現代から将来にかけての行動化が期待される。同時に，健康の社会的ニードに応

えて課せられた社会的責任を果たし得るようにするには，彼等が将来ぶつかるであろう健

康にかかわる多様な問題を自主的に解決していけるような能力を培ってやることが必要で

ある。そのためには，単なる知識の累積では不十分で，保健教育だけでなくこれからの学

校教育全体にかかわる基本的課題と考えられる小倉氏提言にみるような豊富な内容を持っ

た高次の知的能力の発達が保健教育の中心目標になるべきである。

4．保健の科学

　現代の健康問題が，保健教育の目標の再検討を迫るほどの急激な変貌をとげていること

は先述したが，そのことは同時に，保健教育内容の現代化を求めていると考えられる。

　保健教育内容の現代化・構造化を考える場合の手がかりは，保健の科学である。　「保健

の科学は，現代の健康問題を科学的に解明してその本質を明らかにするものであり，保健

教育はその成果の中から基本的教材を選定すればよいはずであるが，保健教育の研究・実

践に当っている人々の期待に応えるほどに体系化されていない。（14）」のが現状である。

　保健学という語は福田邦三氏が最初に言い出したとされているが，氏は保健学を「健康

生活の保持，再建の手段方法の開発を目指す学問と定義し，一般的な生活の知恵に生理，

心理，社会生活等の無理のないように色付けしたものを中核とし，不安，心配，困惑，社

会的不調和，正体不明の違和・不調などもその人の身になり特に心して取り上げる。元来

保健学は，誰もが調和快適の屈託のない生活を送るようにありたいと念願し，それを目指

した実践をする立て前であるから，こうした人々を直接支援するのが本命である。それに

は基礎として諸方面の科学が必要であり，保健教育は一面において，また保健学の一部で

もある。（16）」と述べている。

　田中恒男氏は，保健学は健康をあらゆる立場から理解するための学理の集合であり，そ

れを展開していくための活動理論体系のことであるとし，情報科学・医生物学（生態学を

含む）・環境科学・行動科学の4部門を基礎とした体系を想定している。さらに「この保

健学の主題はつねに現実の中から求め，あくまで理論の総合化と実践との結合に留意され

るべきで，抽象的な理論に止ることは許されない。そして健康問題をとりあげるときも，

従来の技術主義的対応ではなく，健康問題の社会的位置づけを明確にし，新たに将来問題

たりうる健康問題を発掘し，社会の人々がその生活の場において，十分問題解決をなしう

るような対策を求めるための足掛りになるべき責任をもつものである。（9）」と述べている。

　1971年暮，ジュネーヴでユネスコとWHO共催の学校保健教育に関する集まりが開催さ

れ，学校保健教育について討議された中で，保健教育のアプローチとしては，従来の知識

教育に対する不信感が強く，主に行動科学的観点から，保健行動主義ともいうべきやり方

が強調され，具体的には，問題発見あるいは企画の段階からの児童・生徒の参加が大変重

視され，この考え方は，今後の情報化社会にどう対処するかという立場からも強調された

といわれる。㈱

　この保健教育のアプローチでも，田中氏の保健康においても，従来の保健の科学に，新
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たに情報科学と行動科学を加えた健康の総合的理解と活動理論体系の確立が構想されてい

る。　「行動科学が終局的に求めるものは，人間行動の正しい予測㈹」であり，この分野で

の保健の科学は，人間の未来の生存を展望すべき責務を担うであろう。一方，　「情報化

社会では情報の本質的効用と疑似効果とを選別しながら，望ましい状況をつくり出すため

のたくましい知性，分析力，判断力が要求される。（31）」もので，将来その成員になる子ど

もたちは，社会において提供される多種多様な健康問題の情報を分析し，判断し，対応し

ていかなければならない。その能力の育成が保健教育に求められるわけで，保健教育の中

心目標として先述した高次の知的能力の内容となるものである。

　このように構想されている保健の科学は，　「急速に変貌し次々に出現してくる新しい健

康問題に追いたてられて，十分な対応ができかねている現状（14）」にあるので，保健教育に

たずさわる者は，保健教育の基盤となる保健の科学について研究するとともに，その結果

を教材化する努力が要請される。

5．保健学習内容の現代化と構造化

　ブルーナー以来，採りあげられる機会が多い教育内容の現代化や構造化への認識は，保

健教育においても近年とみに高まってきている。

　保健教材構造化の試みに関する注目すべき研究報告として，1961年から5年以上の歳月

をかけて，全米的規模で研究が進められた学校保健教育研究（School　Health　Education

Study）プロジェクトの「カリキュラム構成のための概念的アプローチ（2姻」がある。これ，は成

長と発達・相互作用・判断の決定という3つの基本概念のもとに，10の概念に分類し，さ

らに33項目の下位概念を設定し，幼稚園から12学年（高校3年）までを4つの段階に分け

て構造化を行っている。

　わが国のこの種の研究報告には，小倉堅甲等の5領域からなる構造試案㈱がある。保健

教育の基本概念を健康についての疫学的考察に基づき，宿主・病因・環境の3要因複合（相

互関係）においたもので，（1）人体の構造と機詣2）環境と衛生（3）疾病・傷害の予防（4）労働と

健康（5）集団の健康（公衆衛生）の5つの領域に分け，児童・生徒の保健認識の発達傾向の

調査結果を参考に，教材の系統性，関連性を考慮して構造化を試みている。

　一方，学習指導要領や教科書をいろいろの視点から分析検討する方法によって，保健教

材の現代化や構造化が論じられている。

　たとえば，森昭三氏は，　「学習指導要領における保健の学習内容の配列と順次性は，（1）

知識の同心円的拡大（2）年齢層別カテブリー（3）生活の科学という3つの系統をそれなりに持

っているが，主体一環境（生活）の変革的性格を担った教科の性格からみて不明確である。

（1）においては，個人的な健康問題の解決のし方が，そのまま社会（集団）の健康問題の解

決のし方に拡大適用され，あてはめられてしまうところに問題がある。（2）では，……たと

えば，子ども。青少年，成人の疾病の違いがどこにあり，それはなぜであるかを認識させ

ることを目的としないならば，実践性も本質的興味も育たないであろう。（3）については，

…… K要とされていたのは，生活に即した内容よりも保健の科学の論理的系統と，児童生

徒の認識の発達を統合した教育的系統に沿った内容であったはずである。⑳」と述べ，保

健の学習内容の系統性を中心にしながら，学習指導要領に批判的検討を加えている。

　また，和唐正勝氏は，　「教科書中心の講義形式で保健の授業が進められる場合が多いの

で，保健の教科書にもられた論理は授業の論理であり，それは同時に生徒の保健認識の論
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理にもなりうるとすれば，まずこの教科書を検討しておくことが，保健を考える上にも必

要不可欠と思われるとして具体例をあげて検討し，教師は教科書の論理を見極めると共に

必要とあらば，それとは質的・量的に異なる新しい保健の論理を創造して行くことが，今

後の大きな課題となるのではなかろうか｛28｝。」と述べ，保健の論理に対応させて教科書研

究を行う必要性を強調している。

　一方，内山源氏は「保健教科書内容が貧しい」とか「科学的におかしい」などとわめい

たところで，医学や保健の科学の論理だけではない教育の論理・保健教育の論理で，その

論拠と，実践に裏付けられた論拠を示さない限りそれこそ悲劇的であろうとして「保健教

育内容の現代化論29）」を提言している。大要としては，（1）保健教育内容の選択・構成は保

健に関する科学の論理でなされる（教育内容，基本的概念，教材構造，教材の系統1生の構

成の際の重要な視点）。（2）学習者の条件・保健認識興味・関心，ニード，学習意欲，態

度等への対応。（3）教育理論・教育価値評価による選択と構成。（4）国民的・人類的課題とそ

の要求に対応するもの。　以上の4視点を横軸とし，時間的時代的縦軸に「現代化」を位置づ

けて，保健教育内容の選択・構戒の原理としたいとしている。

　なお，文部省学校保健課教科調査官の能美光房氏が，当面解決を図る必要のありそうな

課題を11項目（30）あげた中に，（1）教科時間構造における教科保健の位置づけ，保健教育内容

および保健教科内の教材構造における系統性・関連i生の確立を図る必要がある。（2）保健学

習の基本的教材構造の究明と構成を図ることが肝要である。の2項目があり，改訂学習指

導要領は，内容の精選と再構成ならびにその充実と現代化に配慮が加えられているものの，

教材構造においてなお不十分であることを示唆している。

　以上のように，急速に変貌する現代の健康問題に対応した保健学習内容の現代化と構造

化は，いまだ十分に体系化されていない現状であるが，保健教育の基盤になる保健の科学

が十分に体系化されていないことと相まって，膨大な内容を検討整理し，実践に裏付けら

れた論拠をもって対処して，十分な成果を上げるためには，保健教育の研究者，実践者の

継続的な研究によって，理論的な追求と実践的な研究との結合をはからなければならない

であろう。

6．学習過程と評価

　学習過程についての心理学的理論研究は，　「学者の数ほど違った立場がある。（3D」とい

われ，学習目標の違い，教材の違い，学習者の発達の違い，地域の環境その他の多様な教

育的諸条件の違いによってさまざまであるが，系統学習，問題解決学習，発見学習，プロ

グラム学習，範例的学習など，多くの優秀な学習過程の構造があみ出ざれ実証されている。

　森昭三氏は，　「科学的に系統づけられた教育内容と，生徒の主体的な学習とをどう統一

するかという課題が解決されてはじめて，新しい系統学習が教育の方法として確立された

といえるだろう。……〈中略〉。現行の保健教育に対して保健科学の論理的系統と，生徒

の心理的系統の統一をふまえた新しい系統学習の確立が叫ばれているのである。（24）」と新

しい系統学習の確立を強調している。

　小倉学氏は，　「高次の知的能力を発達させる方式として，西ドイツで生まれた範例的学

習は示唆に富んでいる。伽）」としている。この範例的学習は，　「問題解決学習と系統学習

の対立を，実践的に克服しうる可能性を持ったも伽1＞」とされており，実践的研究による

検討が待たれる。
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　その他，保健学習にとって有効な学習過程として，広岡亮蔵氏が提唱している「感性的

把握・本質的把握・現実的把握の過料1の⑳」，「問題把握→問題究明→問題解決の筋道⑳」，「

①ズレの感知・②つきつめる・③新たな立ちむかいという主体学習の過程（14）」などがあげ

られている。

　「学習指導要領では，教科書内容構成に対する大枠として，学習内容に関する基準的枠

組が設けられているが，現場教師の授業実践に関する視点については，いかなる枠組も設

定されていない。（32）」の観点から，授業実践における学習過程は，各教師が自由に構成で

きるわけで，効果的な授業実践の責任とともに，研究の自由もあり，個々の教師の保健授

業への積極的な取り組み方にまつ所が大きい。

　「保健教育研究はきわめて低調で，授業研究といった月刊誌が何万部も出ているのに，

保健はその中で皆無の状態である。侶2）」との指摘があるが，日常的に意識せずに，すぐれ

た授業を行なっている教師も少なくないはずである。合一教科の性格から，体育の研究に

ウェイトを置く教師が多いのが現実であるが，現場教師の中から意欲的な保健の授業実践

が発表され，交流が盛んになっていくことが望まれる。

　アメリカの保健教育の発展を支えた主要な要因の一つに，健康教育におけるテスト法の

開発があげられているが㈲，いうまでもなく，保健教育においても，教育方法論の重要な

一領域を占めている教育評価の研究は，きわめて重要な意味を持っている。教育評価は，

教育の近代化過程の一環として評価のあり方も厳しく検討され，　「部分的評価から包括的

評価へ，結果の評価から過程の評価へ，一時半評価から継続的評価へ，知識・記憶量を重

点におく評価から思考力の評価へ，平均的評価から個別性尊重の評価へ等と，評価の視点，

ウェイトのかけ方，方法などにおいて大きな変化を遂げ改善された。（3D」

　これらの教育学的に究明された評価のどれを取り上げるかは，評価の対象や内容によっ

て違ってくる。たとえば，保健教育の目標としている高次の知的能力の評価について，小

倉氏は，「適用する能力をしらべるには，授業では取り上げなかった新しい状況なり問題

を設定して，既習の概念や法則を応用してそれを解かせることも必要となる。少なくとも

選択肢法のような従来の知識テストでは，高次の知的能力の発達はとらえにくい。（14）」と

して，自由記述群による安全に関する適用能力に関する予備的段階の研究⑬を試みている。

この研究では，思考力の評価に重点が置かれているために，評価テストでは，新たな問題

ないし場面は提示するけれども，その原因なり解決策は白紙の状態にしておき，生徒自身

が適用能力を働かせた思考の所産を自由記述させる方法をとっている。

　保健教育においては，児童・生徒の知識，能力・態度，行動などが，どう変化したか，

またこれと関連して，目標や教育実践は適切であったか否かを厳密に吟味するためには，

保健教育の目標，教材内容，学習過程を貫いた評価に関する研究が，近代評価の特質をふ

まえて，評価についての正しい見解の確立と，それに伴う具体的な方法とをもって究明さ

れねばならない。

　昭和48年度から，本学部では，特定研究科学教育「久保班」として，　「NIGHT　S

YSTEMによる県の離島およびへき地の教育事情の格差の解消に関する研究」を続け，

私も中学保健分科会主宰者として参加しているが，共通課題として取り組んでいるのに，

ブルーム等が提唱している形成的評価岡がある。ここでのテストは学習過程の一部とみな

されている。目下，フローチャートによる学習プログラムを作成して実験授業を実施中て
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あるが，形成的評価を主題にした研究もあわせて行なうつもりである。

7．保健担当教師と教育課程をめぐって

　「雨降り保健」，いわゆる保健教育は消極的な活動で雨降りの教室授業という認識があ

って，雨や雪で体育がやれない時だけ，時間ふさぎに保健の授業を行なうということが，

まだ実態として残っているのではないかとの危倶があり，保健教育の多くの課題を解決す

るためには，まずこの言葉を抹殺することから始めなければならないとの提言がある。侶0）（35）侶6）

　一般に，保健教育における子どもの学習意欲は不振であるといわれているが，保健教育

を取りまく外的要因，たとえば保健が入試受験科目でないために，学習者の保健に対する

本質的な学習意欲を減退させる傾向等，の存在が大きく影響していることは容易に推測で

きる。

　しかし，内山源氏は，　「保健科の場合の子どもの学習意欲は，保健授業の外的要因条件

も大きいが，それ以上に内的要因，就中，教師の資質，能力，モラールの条件に大きく左

右されているとみてよい。一般の他教科と異って，教師が’やっても”学習意欲が高まら

ないのではなくて，教師に“やる気がなくて”　黙やらないでいて”学習意欲がないのであ

る。（37）」と述べ，内的要因を強調している。

　もちろん，保健体育の担当者の中には，保健と体育の両面にわたって知識と教養の高い

教師も少なくない。しかし一般的傾向としては，知識，技術，熱意において，保健よりも

体育に傾斜しすぎている教師が多いことは否定できない。このような現実から，保健教育

を担当する教師の研修の必要性が各方面から指摘されている。侶0個（3醐

　以下，教育課程および保健教育担当教員の養成について出されている課題を列挙する。

　1．現在の体育と保健が結合された合一教科を改めて独立教科として新設し，専任の保

　　健教師を持つこと。㈹㈹ω働

　1．教員養成制度を改め，　「体育の免許」と「保健の免許」に分け，保健学習担当者は

　　「保健免許所有者」としたいこと。（4①ω

　1．養護教諭の制度は，保健科教師の免許制度への一本化を考慮することも，一つの検

　　討課題であり，養護教諭は，現在でも，適当な事情の場合には，正式に集団教育や個

　　別教育に教師の資格で参加させるべきこと。（3の㈲q2）

　1．保健教育に関する現職教育を，10年計画くらいの見通しを立て，全国的に実施する

　　こと。⑳（⑩

　1．小学校から高等学校を通じた12年間の教育課程において，最低毎週1単位時間の保

　　健教科の指導が行なえるようにすることを今後の努力目標とすること。（3①㈹

　1．教員養成課程において，保健教育の充実を大いに図る必要がある。少なくとも，教

　　職必修科目として履習させることが必要であること。（3鵬

8．おわりに

　保健教育面における諸氏の研究・意見・批判等を資料にしながら，主として保健学習の

課題について概括的に考察をすすめてきたが，保健教育の目標，学習内容，学習過程，評

価ならびに保健担当教師，教育課程等の全ての面にわたって解決しなければならない課題

が山積している。制度的な改善を待たなければならない課題も多いが，保健教育研究者，

実践者の地道な努力によって改善が期待される課題もまた多い。

　教員養成大学においては，カリキュラム上の必要から教科教育学についての論議がおこ
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り，各教科の教授学的，学習指導論的研究が要望されているが，教育学者からは，　「授業

の本質についての実践家たちからの技術論的把握と，研究者たちの科学論的把握のちがい

を感ずる。⑭3）」との指摘がある。

　今後も，保健教育研究者との交流を深め，授業研究の実践者たちと協力しながら，理論

的追求と実践的研究の結合を目ざして，保健教育研究を継続していきたい。
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